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１．はじめに 

国土交通省の調査・設計等業務では、2007年度以

降、価格に加え技術を考慮して総合的に優れた相手

方と契約を締結するために、総合評価落札方式が導

入されている。本稿では、この総合評価落札方式を

中心に、国総研において整理した最近の入札・契約

の動向、制度改善のための取り組みを紹介する。 

２．2014年度の入札・契約状況等の概況 

 発注方式別件数については、総合評価の割合が

年々拡大しており、2014年度は全体の半数を超えた。

一方で、価格競争方式は一貫して減少傾向となって

いる。また、プロポーザル方式は、総合評価落札方

式導入直後に大きく減少したが、最近5年では全体の

概ね2割程度で推移している。契約時期をみると、上

半期の契約割合が、2008年度の58.6％から2014年度

には81.1％へ増加しており、発注早期化が進んでい

る。調達方式別の業務成績評定点平均は、プロポー

ザル、総合評価、価格競争の順となった（図１）。

低入落札業務の業務成績評定点は他の業務と比べて

低い傾向となった。 

３．業務内容に応じた適切な発注方式の選定 

 現行制度では、業務内容と適用すべき発注方式と

を対比させた「発注方式選定表」が定められている

ものの、採用すべき発注方式と実際の発注方式との

間に相違が見られ、高い技術力が必要で本来プロポ

ーザルで発注されるべき業務の一部で異なる方式が

採用されているとの声が上がっていた。2014年度に、

主要な業種において、この選定表を精査し、その結

果に基づき修正した選定表を用いて発注方式を選定

する試行を実施した。その結果、実際に選択された

発注方式と選定表とが適合した業務の割合が増加し、

適切な発注方式が選択される方向へ改善された。ま

た、結果としてプロポーザル方式の件数割合が拡大

した（図２）。これを踏まえ、2015年11月に、新た

な発注方式選定表が「建設コンサルタント業務等に

おけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運

用ガイドライン」へ位置づけられた。国総研では、

上記の制度設計及び施策評価を支援した。 

４．今後の研究について 

公共事業の上流段階で実施される調査・設計業務

は、事業の経費全体に占める割合は小さいものの、

成果の品質は、施工、維持管理、ひいては利用者の

便益等へ多大な影響を及ぼす。過度な価格競争は、

業務成果自体の品質低下のみならず、これにつなが

る工事成果の品質にも多大な影響を及ぼす。それぞ

れの業務に要求される技術力に見合った発注方式の

選定方法や、技術力を十分評価可能な手法の開発な

どについて、今後さらなる研究を進めていきたい。 
 

【参考】 
1) 調査・設計等業務に関する入札・契約の実施状況 
http://www.nilim.go.jp/lab/peg/siryou/20150825_h27tyou
sasekkeikon/siryou1_h26_nenjihoukokusyo.pdf 

77.4 
76.6 

75.9 
76.6 

64 

66 

68 

70 

72 

74 

76 

78 

プロポーザル 総合評価 価格競争 ３方式合計

業
務
成
績
評
定
点
平
均

調達方式別評定点平均

図１ 2014年度調達方式別業務成績評定点平均 

 

図２ 試行前後の発注方式選定割合の比較 
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１．はじめに 

国土交通省が定めた第二期情報化施工推進戦略の

プログラムの一つに，「トータルステーション（以

下、ＴＳ）を用いた出来形管理」の適用工種の拡大

が定められている。情報化施工技術の１つであるＴ

Ｓを用いた出来形管理の適用工種の拡大として擁壁

工への導入に向けた検討について紹介する。 

２．計測手法の立案 

 擁壁工の現場打擁壁工を対象にＴＳを用いた出来

形管理手法を考案した。出来形管理項目は、現行の

出来形管理基準及び規格値と同様に行った。（図1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 施工管理基準とＴＳ測定箇所 

 

３．省力化効果の検証 

擁壁工のＴＳ出来形管理について現場試行を実施

し、内業から出来形計測に要する作業時間・人員に

ついて、全てを従来手法で行った場合と、全てをＴ

Ｓを用いた出来形管理を適用した場合とを比較した

（図2）。比較対象は、「計測準備」、「現地準備」、

「出来型計測」、「帳票作成」の作業内容である。

結果としては、従来手法とＴＳ手法とを比較すると、

従来手法が248分、ＴＳ手法が196分と2割程度の作業

時間の削減効果が確認できた。 

 

 

 

 

 

図２ 従来手法とTS手法の作業時間比較 

 

４．計測精度の検証 

今回は、基準高、高さ、幅の計測結果（図3）につ

いて、従来手法とＴＳ手法との差異を検証した。基

準高は、最大で10mm程度であり、管理基準は±50mm

である。高さは、最大±10mm程度であり、管理基準

は-50mmである。各項目とも出来形管理基準と比べて

も十分な精度であるといえる。一方、幅は-10mm～

+30mm程度であるため、更なる考察が必要である。 

図３ ＴＳ手法と従来手法の差異 

 

５．おわりに 

今回の試行で、省力化効果を確認出来、また実用

化に向けて計測精度にも課題が無いことが確認でき

た。今後は、土工や護岸工などの周辺工種との組み

合わせによる効果を検証し、実用化につなげていき

たいと考える。 

【参考】 

1)第二期情報化施工推進戦略（国土交通省） 

（http://www.mlit.go.jp/common/000993270.pdf） 
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